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トピックス 〜⼀般会計化後の 10 年を振り返る〜 

２．治⼭事業の計画的な推進と迅速な災害対策 
 
 国有林野事業では、国⺠の安全・安⼼を確保するため、関係機関
との連携等に努めながら、治⼭事業による荒廃地の整備や災害復旧
等を計画的に進めています。 

この 10 年間、平成 30 年 7 ⽉豪⾬など国有林を含めて全国で⼭
地災害が多発しました。こうしたことを踏まえ、平成 30 年度から
「防災・減災、国⼟強靱化のための３か年緊急対策」、令和３年度
から「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」に基づ
き、緊急的に対策が必要な地区における治⼭施設の設置や流⽊対策
等を集中的に実施し、国⼟強靱化に取り組んできました。 

 
  

全国の山地災害の発生状況 
うち国有林 
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被害額(億円)

被害箇所数

被
害
箇
所
数

熊本地震
519か所
418億円

平成30年７月豪雨
（広島、高知、愛媛ほか）

3,068か所
1,356億円

北海道胆振
東部地震

189か所
430億円

九州北部豪雨
（福岡、大分ほか）

1,085か所
302億円

令和元年東日本台風
（台風第19号）
（宮城、福島、栃木ほか）

1,311か所
423億円

令和２年７月豪雨
（熊本、長野、大分ほか）

1,754か所
675億円

被
害
額
（

億
円

）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

被害額(億円) 46 90 65 199 55 257 121 108 75 114

被害箇所数 155 161 106 403 263 733 292 226 155 127

( 年 )  
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また、⼤規模⼭地災害が発⽣した際には、被害状況を速やかに調

査するため、ヘリコプターやドローン ※ 等を活⽤した被害調査や森
林管理局の管轄を超えた技術者の被災地への派遣を積極的に⾏って
きました。被害情報については、地⽅公共団体に提供するととも
に、⼤規模な⼭腹崩壊等の復旧に⾼度な技術が必要となる箇所等で
は「⺠有林直轄治⼭事業」を⾏うなど、⺠有林への⽀援も含めた迅
速な災害対策等に取り組んでいます。 
 今後とも、国⺠の安全・安⼼を確保するため、治⼭事業を計画的
に推進するとともに、迅速な災害対策を図っていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

職員の主な派遣実績 
派遣職員による被害調査 

国土強靱化対策の施工事例 

流木捕捉式治山ダム工 

（令和４年３月  北海道伊達市）  

山腹工 

（令和４年３月  高知県馬路村）  

防潮工 

（令和３年３月  鹿児島県いちき串木野市）  

発⽣年⽉ 災害名 派遣延べ⼈数

平成28年 ４⽉ 平成28年熊本地震 約400⼈

平成29年 ７⽉ 九州北部豪⾬等 約500⼈

平成30年 ７⽉ 平成30年７⽉豪⾬ 約920⼈

平成30年 ９⽉ 北海道胆振東部地震 約490⼈

令和元年 ９⽉ 令和元年房総半島台⾵（台⾵第15号） 約160⼈

令和元年 10⽉ 令和元年東⽇本台⾵（台⾵第19号） 約640⼈

令和２年 ７⽉ 令和２年７⽉豪⾬ 約170⼈

令和３年 ８⽉ 台⾵第９号に係る温帯低気圧 約50⼈

令和４年７・８⽉ 令和４年７・８⽉豪⾬ 約130⼈




